
様式第二号の十三 (第人条の十七の二関係)

(第 1面 )

特別管理産業廃棄物処理計画書

令不日5年 5月 1日

(宛先)松山市長 野志克仁 様
提出者

住 所 松山市朝生田町一丁目3番 10号
氏 名 社会医療法人 仁友会 南松山病院

理事長 田 中 敬 二

電話番号 089-941-8255

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12条の 2第 10項の規定に基づき、特別管理産業廃棄物の
減量その他その処理に関する計画を作成したので、提出します。

事 業 場 の 名 称 南 松 山 病 院

事 業 場 の 所 在 地 松山市朝生田町一丁目3番 10号

計 画 期 間 令不口5年 4月 1日 ～ 令不日6年 3月 31日

当該事業場において現に行つている事業に関する事項

①事 業 の 種 類 83医 療 業 (病 院 )

②事 業 の 規 模 【病 床 数 】 般 162床   療 養 80床

③従 業 員 数 431名

④特別管理産業廃棄物

発生元

感染性医療廃棄物

廃棄物容器

保 管
委託業者が処理

「外来」「病棟」「手術室」「検査」「その他」
「廃棄物重度な物」「重度以外の物」
「プラスチック容器」「業者指定ダンボール箱」
「感染物保管場所J
「収集・運搬業者」「中間処理業者、償却」「最終

処分業者、埋立」

の一連の処理の工程

(日本産業規格 A列 4番 )



(第 2面 )

特別管理産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

特別管理産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

【前年度 (令和4年度 )実績】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性産業廃棄物

排  出  量 133,04t t

① 現状

(これまでに実施した取組)
・感染、非感染性の区分を明確化、感染性医療廃棄物と可燃物の混

入防止に努めた。
・コロナ感染症の拡大に伴い、ディスポーザブルの使用抑制が解か

れ、感染性廃棄物削減のブレーキになった事実もある。
・コロナ感染症による消毒剤の安易な使過ぎ防止に努めた。
・使用不能品の削減、無駄の排除には日頃から心掛けたがコロナ感

染症の影響でつF出量の削減に至らなかった。

【目標】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性産業廃棄物

排  出  量 100t t

②計画 (今後実施する予定の取組)
・基本的には、今迄の取組方針を踏襲して行く。
・コロナ感染症も公会に収束に向かつて来ており、職員夫々が産廃

抑制の主旨をよく考え削減に向けて注力して行きます。

特別管理産業廃棄物の分別に関する事項

①現状

(分別している特別管理産業廃棄物の種類及び分別に関する取組)
・ダンボール等は、二重ナイロン敷きで液漏れの防止に努めている。
・注射針等、鋭利な物は堅牢プラスチック容器を使用し針刺し事故

を防止した。

(今後分別する予定の特別管理産業廃乗物の種類及び分別に関する取り)
・成功事例に基づき前年施策を踏襲する。出来ることから、1つず

つ確実で着実に目標達成に向けて拶色んで行きます。②計画



(第 3面 )

自ら行う特別管理産業廃棄物の再生利用に関する事項

【前年度 (令和4年度 )実績】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性医療廃棄物

自ら再生不I用を行つた

特別管理産業廃棄物の量
t t

① 現状
(これまでに実施した取組 )

再利用可能な納入品の見直しを考えたものの、感染防止対策の見地

から、該当商品が見つからなかった。

【目標】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性医療廃棄物

自ら再生利用を行う

特別管理産業廃棄物の量
t t

②計画
(今後実施する予定の取組)

出来るだけ再利用商品を探しながら、採用品を決めていく。

自ら行う特別管理産業廃棄物の中間処理に関する事項

【前年度 (令和4年度 )実績】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性医療廃棄物

自ら熱回収を行った

特別管理産業廃棄物の量
t t

① 現状 自ら中間処理により減量した

特別管理産業廃棄物の量
t t

(これまでに実施した取組 )

感染性医療廃棄物の性質上、自らが行う中間処理は困難であつた。

【目標】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性医療廃棄物

自ら熱回収を行う

特別管理産業廃棄物の量
t t

自ら中間処理により減量する

特別管理産業廃棄物の量
t t

(今後実施する予定の取組)

②計画

感染性医療廃棄物の性質上、自らが行う中間処理は困難である。



(第 4面 )

自ら行う特別管理産業廃棄物の埋立処分に関する事項

【前年度 (令和4年度 )実績】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性医療廃棄物

① 現状

自 ら埋 立 処 分

を 行  つ た
特別管理産業廃棄物の量

t t

(これまでに実施した取組 )

特記事項なし

【目標】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性医療廃棄物

自 ら埋 立 処 分

を  行   う
0特別管理産業廃棄物の量

t t

②計画

(今後実施する予定の取組 )

特記事項なし

特別管理産業廃棄物の処理の委託に関する事項

【前年度 (令和4年度 )実績】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性産業廃棄物

全 処 理 委 託 量 133.04t t

優良認定処理業者への

処 理 委 託 量
t t

再生利用業者への

処 理 委 託 量
t t

① 現状
認定熱回収業者への

処 理 委 託 量
t t

認定熱回収業者以外の

熱回収を行う業者への

処 理 委 託 量

t t

(これまでに実施 した取組 )

委託業者に全権アウトノーシングしており、委託業者に

よる感染性廃棄物の施錠保管が厳正に実施され、適正に

処分されていることを確認した。



(第 5面 )

②計画

【目標】

特別管理産業廃棄物の種類 感染性産業廃棄物

企 処 理 委 託 量 100t t

t t

t t

t t

t t

(今後実施する予定の取組)

引き続き、委託業者による感染性産業廃棄物の施錠、保管、処

分が日々規定通り厳粛に行われている事の確認を実施してい

く。

電子情報処理組織の使用

に関する事項

【前年度 (R4年度 )実績】

特別管理産業廃棄物

排   出   量
(ポリ塩化ビフェエル廃棄物を除く3)

133.04t

(今後実施する予定の取組等)

平成 31年 3月 26日 から、」Wネ ットに加入運用済みです。

※事務処理欄



(第 6面 )

1前年度の特別管理産業廃棄物の発生量が50ト ン以上の事業場ごとに 1枚作成すること。
2当該年度の6月 30日 までに提出すること。

3当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は、以下に従つて記入すること

(1)①欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。

(2)②欄には、製造業の場合における製造品出荷額 (前年度実績)、 建設業の場合における元請

完成工事高 (前年度実績)、 医療機関の場合における病床数 (前年度末時点)等の業種に応じ

事業規模が分かるような前年度の実績を記入すること。

(3)④欄には、当該事業場において生ずる特別管理産業廃棄物についての発生から最終処分が終

了するまでの一連の処理の工程 (当該処理を委託する場合は、委託の内容を含む。)を記入す

ること。

4「自ら行う特別管理産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には、特別管理産業廃棄物の

種類ごとに、自ら中間処理を行うに際して熱回収を行った場合における熱回収を行つた特別

管理産業廃棄物の量と、自ら中間処理を行うことによつて減量した量について、前年度の実

績、日標及び取組を記入すること。

5自 ら行う特別管理産業廃棄物の埋立処分に関する事項」の欄には、特別管理産業廃棄物の種

類ごとに、埋立処分した量を記入すること。なお、中間処理を行うことにより特別管理産業

廃棄物に該当しなくなった産業廃棄物を海洋投入処分するときは、その量も含めて記入する

こと。

6特別管理産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には、特別管理産業廃棄物の種類ごと

に、全処理委託量を記入するほか、その内数として、優良認定処理業者 (廃棄物の処理及び

清掃に関する法律施行令 (以下「令」という。)第 6条の14第 2号に該当する者)への処理委

託量、処理業者への再生利用委託量、認定熱回収施設設置者 (廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律第15条の 3の 3第 1項の認定を受けた者)である処理業者への焼却処理委託量及び認

定熱回収施設設置者以外の熱回収を行つている処理業者への焼却処理委託量について、前年

度実績、目標及び取組を記入すること。

7「電子情報処理組織の使用に関する事項」の欄には、前年度の特別管理産業廃棄物の全発生

量 (ポ リ塩化ビフェニル廃棄物 (令第 2条の4第 5号イからハまでに掲げるものをいう。)を

除く。)を記入すること。その量が50ト ン以上の者にあつては、今後の電子情報処理組織の使

用に関する取組等 (情報処理センターヘの登録が困難な場合として廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行規則第 8条の31の 4に該当するときは、その旨及び理由を含む。)について記

入すること。

8それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは、当該欄に「別紙の

とおり」と記入し、当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、特別管

理産業廃棄物の種類が 3以上あるときは、前年度実績及び目標の欄に「別紙のとおり」と記

入し、当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、それぞれの欄に記入

すべき事項がないときは、「―」を記入すること。

9 ※欄は記入しないこと。



令和5年 5月 1日

「男1紙」
【管理組織図】

中央診療部門 事務局
薬剤部 健診センター

病棟 外来 透析 手術 中材  褥庸  放射線  検査 地域連携 リハビリ 管理栄養 救急 総務 医事 施設管理

【管理体制図】

管 理 責任者 院  長 水 谷

廃棄物担当者
総務課長

担 当 者

兵 頭

漬 本

処理 対応 責任者

外 来 主任 F月 屋 O P室 師長   白石
1-2F 師長 兵 頭 褥塘管理室 担当  土 居
1-4F 師長 山 本 画像診断室 担当  幸 田

1-5F 師長 坂 本 臨床検査部 技師長  大 石

1-6F 副看護部長 西 田 薬 剤 部 薬剤部長  井 門
2-2F 師長 兵頭 放射 線部 技師長  金 子
2-3F 師長 三 浦

部 署 役   割

診療科及び
病 棟

・各セクションで発生する感染性医療廃棄物の種類、性状、発生量等の把握

総 務 課

行政に対する報告等

処理業者との委託契約及びマニフェスト等の管理

感染性医療廃棄物の種類毎発生量、排出量及び性状等のチェック集計

感染性医療廃棄物の適正管理及び減量に関する社内啓発

・産業廃棄物処理計画の策定及び実施

・各部門間の調整及び指示

・適正な委託費用の支払及び業者管理


